
柳総第  １３９  号 

令和６年１１月２５日 

市議会議員 様 

柳井市長  井 原 健太郎 

 

市議会定例会の招集について 

このことについて、別紙告示写しのとおり招集したので通知します。 

現在までに提出を予定している事件は、下記のとおりであります。 

記 

議案第６２号  柳井市市民参画と協働によるまちづくり推進条例の制定について 

議案第６３号  柳井市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例の一部改正について 

議案第６４号  柳井市水道給水条例等の廃止について 

議案第６５号  柳井市上下水道事業経営審議会条例の一部を改正する等の条例の制定につい

て 

議案第６６号  柳井市部制条例等の一部改正について 

議案第６７号  柳井市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例等の一部改正について 

議案第６８号  柳井市監査委員条例及び市長等の損害賠償責任の一部免責に関する条例の一

部改正について 

議案第６９号  柳井市役所出張所設置条例及び柳井市公民館条例の一部改正について 

議案第７０号  柳井市個人情報の保護に関する法律施行条例の一部改正について 

議案第７１号  柳井市職員定数条例の一部改正について 

議案第７２号  柳井市職員退職手当支給条例の一部改正について 

議案第７３号  柳井市議会の議決すべき公の施設の廃止又は長期かつ独占的利用に関する条

例の一部改正について 

議案第７４号  柳井市体育館条例の一部改正について 

議案第７５号  やない西蔵の指定管理者の指定について 

議案第７６号  柳井市文化福祉会館、柳井市勤労青少年ホーム及び柳井市体育館の指定管理

者の指定について 

議案第７７号  柳井市武道館、柳井市民球場、柳井市南浜グラウンド、柳井市南浜テニスコ

ート及び柳井市小田浜グラウンドの指定管理者の指定について 

議案第７８号  工事請負契約の締結について 

議案第７９号  工事請負変更契約の締結について 

議案第８０号  市道路線の認定について 

議案第８１号  令和６年度柳井市一般会計補正予算（第４号） 
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議案第８２号  令和６年度柳井市国民健康保険事業特別会計補正予算（第２号） 

議案第８３号  令和６年度柳井市介護保険事業特別会計補正予算（第２号） 

議案第８４号  令和６年度柳井市後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第１号） 

議案第８５号  令和６年度柳井市水道事業会計補正予算（第２号） 

議案第８６号  令和６年度柳井市下水道事業会計補正予算（第２号） 

 

承認第 ４ 号  専決処分の承認を求めることについて 

 

報告第１６号  教育委員会事務の点検及び評価について 
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柳井市告示第３９号 

令和６年第４回柳井市議会定例会を、次のとおり招集する。 

令和６年１１月２５日 

柳井市長  井 原 健太郎 

１ 期 日  令和６年１２月４日 

２ 場 所  柳井市議会議場 
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議案第６２号 

   柳井市市民参画と協働によるまちづくり推進条例の制定について 

 柳井市市民参画と協働によるまちづくり推進条例を次のように定めるものとする。 

  令和６年１２月４日提出 

柳井市長  井 原 健太郎 

   柳井市市民参画と協働によるまちづくり推進条例 

目次 

 前文 

 第１章 総則（第１条－第３条） 

 第２章 市民参画（第４条－第１１条） 

 第３章 協働によるまちづくり（第１２条－第１５条） 

 第４章 コミュニティ活動（第１６条－第２１条） 

 第５章 雑則（第２２条） 

 附則 

私たちのまち柳井市は、瀬戸内海に面し温暖で穏やかな気候に恵まれ、古くから多くの人々

がこの地で生活を営んできた。そして県南東部における海上交通の要衝として、また豪商が軒

を連ねる商都と称され、今日まで経済、文化の中心的都市として発展してきた。 

現在は、市民活動団体やコミュニティ団体等が、このまちや地域をより良くしたいとの思い

から、自主的・主体的にまちづくりに取り組んでいる。 

しかし近年は、少子化・高齢化、人口減少が進み、私たちの暮らしを取り巻く環境も大きく

変わろうとしている。今、どのようにしてこの美しい故郷を守り、持続可能なまちを実現して

いくか、私たち自身の覚悟と姿勢が問われている。 

私たち柳井市民は、先人が守り伝えてきた歴史と文化を守り、永続的な地域社会の発展のた

め、市民と行政が共に考え（参画）、共に行動する（協働）ことを願い、柳井市市民参画と協

働によるまちづくり推進条例をここに制定する。 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、市民参画と協働によるまちづくりを推進するために必要な基本的事項を

定めることにより、市民がまちづくりに主体的かつ積極的に参加し、将来にわたり持続可能

な地域社会を実現することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

（１）市民 次のいずれかに該当するものをいう。 

ア 本市の区域内に住所を有する者 
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イ 本市の区域内に通勤し、又は通学する者 

ウ 本市の区域内で事業を営み、又は活動する個人、法人その他の団体 

（２）市長等 市長、教育委員会、選挙管理委員会、監査委員、農業委員会及び固定資産評価

審査委員会をいう。 

（３）市民参画 市民が、市政に関する施策の立案から実施及び評価までの過程に参加するこ

とをいう。 

（４）協働 地域社会の課題解決及び活性化のために、市民及び市長等がそれぞれの役割と責

任を担い、協力し合うことをいう。 

（５）パブリックコメント 市の基本的な政策を立案する過程において、その立案に係る政策

の趣旨、内容等を広く市民に公表し、これらについて提出された市民の意見を考慮して意

思決定を行う手続をいう。 

（６）審議会等 市政運営上一定の役割を担うために組織化された機関であって、次に掲げる

ものをいう。 

ア 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１３８条の４第３項及び地方公営企業法（

昭和２７年法律第２９２号）第１４条の規定により、法律又は条例の規定に基づき設置

された附属機関 

イ 市政運営上の意見の聴取、交換、懇談等を行うため市長等が設置した私的諮問機関 

（７）ワークショップ 特定のテーマ又は課題に対応するため、具体的課題の抽出、解決等に

ついて、集団による共同作業や話合いを通じて意見等の集約を図る手法をいう。 

（８）コミュニティ活動 地縁又は共通の関心等によってつながった多様な組織及び集団が、

身近な社会的課題を解決するために行う自主的で自立的な活動をいう。 

（９）市民活動 市民の自主的・主体的な社会参加活動で、不特定かつ多数の者の利益の増進

に寄与することを目的とする活動であり、次のいずれにも該当しないものをいう。 

  ア 宗教・政治活動を主たる目的とする活動 

  イ 選挙活動を目的とする活動 

  ウ 営利を目的とする活動 

（10）スクール・コミュニティ 学校を核として、学校と市民とが相互の結びつきを深め、協

働してまちづくりを行うことをいう。 

 （情報共有） 

第３条 市民及び市長等は、市民参画と協働を拡充推進するため、情報共有に努めるものとす

る。 

第２章 市民参画 

 （市民参画の拡充推進） 

第４条 市長等は、積極的に市政への市民参画の機会を設け、市民の意見等を施策に反映する
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よう努めるものとする。 

２ 市民及び市長等は、相互の信頼関係の下、自らの役割と責任を認識し、積極的に市民参画

の拡充推進に努めるものとする。 

 （市民参画の対象） 

第５条 市長等は、次に掲げる事項を行おうとする場合は、市民参画の機会を設けなければな

らない。 

（１）市の長期構想及び市行政の各分野における施策の基本方針その他基本的な事項を定める

計画等の策定又は変更 

（２）市民に義務を課し、又は権利を制限する内容を含む条例（市税の賦課徴収並びに分担金、

使用料及び手数料の徴収に関するものを除く。）の制定又は改正に係る案の策定 

（３）広く市民の公共の用に供される施設の建設に係る基本計画等の策定又は変更 

２ 市長等は、前項各号に掲げる施策以外の施策についても、市民参画の拡充推進に努めるも

のとする。 

３ 市長等は、前２項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する場合は、市民参画

の対象としないものとする。 

（１）軽微なもの 

（２）定型的又は経常的に行うもの 

（３）法令の規定により施策の実施の基準が定められており、当該基準に基づき行うもの 

（４）市税の賦課徴収その他金銭の徴収等に関するもの 

（５）市長等の内部の事務処理に関するもの 

（６）施設等の設置及び管理運営に関する条例等の制定又は改廃を行うもの 

（７）緊急その他やむを得ない理由があるもの 

（８）前各号に掲げるもののほか、これらに準ずるもの 

４ 市長等は、前項第７号の規定により市民参画の機会を設けなかった場合において、市民か

らその理由を求められたときは、当該市民に対し、これを説明しなければならない。 

 （市民参画のための手法） 

第６条 市民参画のための手法は、次に掲げるとおりとする。 

（１）パブリックコメントの実施 

（２）審議会等の会議（以下「会議」という。）の開催 

（３）アンケートの実施 

（４）説明会の開催 

（５）ワークショップの実施 

（６）前各号に掲げるもののほか、市長が特に認める手法 

２ 市長等は、より効果的で新たな市民参画のための手法について、必要な調査研究を行うよ
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う努めるものとする。 

 （市民参画の実施） 

第７条 市長等は、前条第１項各号に掲げる市民参画のための手法のうちから、事案の内容等

に応じ効果的なものを選定し、これを適切な時期に実施するものとする。 

２ 市長等は、市民参画を実施しようとするときは、次に掲げる事項に留意するものとする。 

（１）市民の多様な意見等を求めるため、特に必要があると認められるときは、複数の手法を

併用すること。 

（２）特定の地域を対象とする施策については、対象となる地域に関わりのある市民が参画で

きるようにすること。 

 （公表） 

第８条 市長等は、市民参画を拡充推進するに当たっては、次の各号のいずれかに掲げる方法

により、あらかじめその目的、実施時期その他必要と認める事項を公表し、実施後は、その

結果について公表するものとする。 

（１）市の窓口での閲覧 

（２）市のホームページへの掲載 

（３）市の広報紙への掲載 

（４）市庁舎その他市の区域内の適当な場所における掲示 

（５）前各号に掲げるもののほか、効果的に周知できる方法 

 （パブリックコメントの対象） 

第９条 市長等は、第５条第１項及び第２項に掲げる事項のうち、広く市民から意見等を求め

る必要がある事項について市民参画を実施しようとするときは、パブリックコメントを含め

て実施しなければならない。 

 （パブリックコメントの実施） 

第１０条 市長等は、パブリックコメントを実施しようとするときは、対象とする計画等の素

案等を公表しなければならない。 

２ 市長等は、素案等を公表するときは、次に掲げる事項を記載した概要を付するよう努めな

ければならない。 

（１）策定の趣旨、目的及び背景 

（２）素案等の概要 

（３）素案に関連する次の資料 

  ア 根拠法令 

  イ 計画等の策定又は変更にあっては、上位の計画等の概要 

  ウ その他必要な資料 

３ 市長等は、パブリックコメントの実施により提出された意見等を十分考慮して、意思決定
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を行うものとする。 

４ 市長等は、前項の意思決定を行ったときは、提出された意見等及びこれに対する市長等の

考え方並びに修正した内容（素案等を修正した場合に限る。）を公表するものとする。ただ

し、提出された意見等が次の各号のいずれかに該当するときは、この限りでない。 

（１）賛否の結論のみを示した意見 

（２）対象とする計画等に合致しない意見等 

（３）パブリックコメントの実施の際に指定した手続を経ないで提出された意見等 

（４）柳井市の保有する情報の公開及び説明責任に関する条例（平成１７年柳井市条例第１８

号）第６条各号に掲げる情報（以下「非公開情報」という。）に該当する意見等 

５ 市長等は、パブリックコメントを実施したにもかかわらず意見等の提出が無かった場合は、

その旨を公表しなければならない。 

（審議会等） 

第１１条 市長等は、審議会等の構成員については、審議会等の設置目的を踏まえ、幅広い層

から必要な人材を選定するとともに、公募等により選定された者を積極的に加えるよう努め

なければならない。ただし、法令の規定により構成員の構成が定められていることその他の

理由がある場合は、この限りでない。 

２ 市長等は、会議を開催する場合は、開催日時、場所等を公表しなければならない。ただし、

緊急に開催するときその他やむを得ない理由があるときは、この限りでない。 

３ 会議は、公開しなければならない。ただし、次の各号のいずれかに該当するときは、この

限りでない。 

（１）非公開情報に関し審議するとき。 

（２）会議を公開することにより、公正かつ円滑な議事の運営に支障が生じると認められると

き。 

４ 市長等は、第５条第１項に規定する事項に関するものその他市民参画が求められる事項に

関する会議が開催されたときは、会議録を公表するものとする。 

   第３章 協働によるまちづくり 

（協働によるまちづくりの拡充推進） 

第１２条 市民及び市長等は、前文に掲げる理念に基づき、協働によるまちづくりを拡充推進

するよう努めるものとする。 

（市民の役割） 

第１３条 市民は、自主的かつ主体的にまちづくりに取り組むとともに、社会との調和に努め、

必要に応じ市長等及び他の市民と適切な役割分担の下で連携し、協力するよう努めるものと

する。 

２ 市民は、協働によるまちづくりに関する理解を深めるよう努めるものとする。 
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（市長等の役割） 

第１４条 市長等は、市民が培った技術、経験等が生かされる協働の仕組みづくり及び環境整

備に努めるものとする。 

（やない市民活動センターの役割） 

第１５条 やない市民活動センターは、協働によるまちづくりを推進していくため、市民の自

主的、自発的活動を支援する。 

   第４章 コミュニティ活動 

 （自主自立のコミュニティ活動のための環境整備） 

第１６条 市民及び市長等は、市民が各地域におけるコミュニティ活動及び市民活動（以下「

地域コミュニティ活動等」という。）を継続して行えるよう、環境整備に努めるものとする。 

２ 市長等は、スクール・コミュニティによるまちづくりの実現に向け、市民のスクール・コ

ミュニティへの参画の推進に努めるものとする。 

 （人材の育成支援） 

第１７条 市長等は、地域コミュニティ活動等に関して市民が広く学べる機会を設けるなど、

地域コミュニティ活動等を担う人材の育成に必要な環境整備に努めるものとする。 

 （活動の場の提供等） 

第１８条 市長等は、身近な公共施設等を活用し、地域コミュニティ活動等の場の提供等に努

めるものとする。 

 （活動資金等の支援） 

第１９条 市長等は、地域コミュニティ活動等の自立性を妨げない範囲内で、その活動に要す

る資金の助成その他財政的支援に努めるものとする。 

 （施策の総合的な実施） 

第２０条 市長等は、地域コミュニティ活動等の推進に関する施策を総合的に実施するよう努

めるものとする。 

 （合意形成） 

第２１条 市民及び市長等は、各地区コミュニティ等の身近な地域における環境保全、福祉の

増進等の地域社会の課題解決及び活性化に向けて、円滑な合意形成ができるよう取り組むも

のとする。 

２ 市長等は、前項に規定する合意の形成の過程において、必要な支援に努めるものとする。 

   第５章 雑則 

 （委任） 

第２２条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定

める。 

   附 則 
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 （施行期日） 

１ この条例は、令和７年１月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日に既に実施され、又は実施のための準備が進められており、相当の理

由により市民参画のための手法を実施することが困難と認められる市長等の施策については、

この条例の規定は、適用しない。 
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議案第６３号 

柳井市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例の一部改正について 

柳井市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例の一部を次のように改正するものとす

る。 

令和６年１２月４日提出 

柳井市長  井 原 健太郎  

柳井市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例 

柳井市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例（平成１７年柳井市条例第１６４号）

の一部を次のように改正する。 

題名を次のように改める。 

   柳井市下水道事業の設置等に関する条例 

第１条中「次条第１項に規定する水道事業及び同条第２項に規定する」を削る。 

第２条の見出し中「水道事業及び」を削り、同条第１項を削り、同条第２項を同条とする。 

第３条中「簡易水道事業及び」を削る。 

第４条第１項中「第２条に規定する事業（以下「上下水道事業」という。）」を「下水道事

業」に改め、同条第２項を削り、同条第３項中「別表第２」を「別表」に改め、同項を同条第

２項とする。 

第５条中「上下水道事業」を「下水道事業」に改め、同条第２項中「上下水道部」を「建設

部」に改める。 

第６条第１項を削り、同条第２項を同条第１項とする。 

第７条から第１０条までの規定中「上下水道事業」を「下水道事業」に改める。 

別表第１を削り、別表第２を別表とする。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の際、柳井市水道事業に係る財産及び負債並びに権利義務は、柳井地域広

域水道企業団に継承するものとする。 
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議案第６４号 

   柳井市水道給水条例等の廃止について 

 柳井市水道給水条例等を次のように廃止するものとする。 

  令和６年１２月４日提出 

柳井市長  井 原 健太郎  

   柳井市水道給水条例等を廃止する条例 

次に掲げる条例は、廃止する。 

（１）柳井市水道給水条例（平成１７年柳井市条例第１６６号） 

（２）柳井市布設工事監督者の配置基準及び資格基準並びに水道技術管理者の資格基準に関す

る条例（平成２５年柳井市条例第６号） 

（３）柳井市簡易水道条例（平成１７年柳井市条例第１６７号） 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の際、柳井市水道事業に係る財産及び負債並びに権利義務は、柳井地域広

域水道企業団に継承するものとする。 
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議案第６５号 

柳井市上下水道事業経営審議会条例の一部を改正する等の条例の制定について 

柳井市上下水道事業経営審議会条例の一部を改正する等の条例を次のように定めるものとす

る。 

令和６年１２月４日提出 

柳井市長  井 原 健太郎 

柳井市上下水道事業経営審議会条例の一部を改正する等の条例 

（柳井市上下水道事業経営審議会条例の一部改正） 

第１条 柳井市上下水道事業経営審議会条例（令和４年柳井市条例第１号）の一部を次のよう

に改正する。 

題名を次のように改める。 

柳井市下水道事業経営審議会条例 

第１条中「地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第１４条」を「地方自治法（昭

和２２年法律第６７号）第１３８条の４第３項」に、「柳井市上下水道事業経営審議会」を

「柳井市下水道事業経営審議会」に改める。 

第２条中「水道事業及び下水道事業（以下「上下水道事業」という。）の管理者の権限を

行う市長（以下「管理者」という。）」を「市長」に、「上下水道事業」を「下水道事業」

に、「管理者に答申」を「市長に答申」に改める。 

第３条第２項中「管理者」を「市長」に改め、同項第２号中「水道又は」を削る。 

第５条第１項ただし書中「管理者」を「市長」に改める。 

第８条中「上下水道部」を「建設部」に改める。 

第９条中「管理者」を「市長」に改める。 

（柳井市水道事業及び下水道事業職員の給与の種類及び基準に関する条例の廃止） 

第２条 柳井市水道事業及び下水道事業職員の給与の種類及び基準に関する条例（平成１７年

柳井市条例第１６５号）は、廃止する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際、現にこの条例による改正前の柳井市上下水道事業経営審議会条例の

規定により委嘱されている柳井市上下水道事業経営審議会の委員である者は、その任期が終

了するまでの間は、改正後の柳井市下水道事業経営審議会条例の規定により委嘱されている

柳井市下水道事業経営審議会の委員とみなす。 
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議案第６６号 

柳井市部制条例等の一部改正について 

柳井市部制条例等の一部を次のように改正するものとする。 

令和６年１２月４日提出 

柳井市長  井 原 健太郎 

柳井市部制条例等の一部を改正する条例 

（柳井市部制条例の一部改正） 

第１条 柳井市部制条例（平成１７年柳井市条例第１３号）の一部を次のように改正する。 

第１条中「上下水道部」を削る。 

第２条第３号に次のように加える。 

キ 下水道に関する事項 

ク 水道に関する事項（地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）の適用を受ける

水道事業を除く。） 

第２条中第４号を削り、第５号を第４号とし、第６号を第５号とし、第７号を第６号とす

る。 

（柳井市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部改正） 

第２条 柳井市一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成２５年柳井市条例第１号）の

一部を次のように改正する。 

第９条を削り、第１０条を第９条とし、第１１条を第１０条とする。 

（柳井市職員の降給に関する条例の一部改正） 

第３条 柳井市職員の降給に関する条例（令和４年柳井市条例第２５号）の一部を次のように

改正する。 

第１条中「、柳井市現業職員の給料に関する規則」を「又は柳井市現業職員の給料に関す

る規則」に改め、「又は柳井市水道事業及び下水道事業職員の給与の種類及び基準に関する

条例（平成１７年柳井市条例１６５号）第３条の給料表」を削る。 

（柳井市職員の定年等に関する条例の一部改正） 

第４条 柳井市職員の定年等に関する条例（平成１７年柳井市条例第２８号）の一部を次のよ

うに改正する。 

第６条中「及び柳井市水道事業及び下水道事業職員の給与の種類及び基準に関する条例（

平成１７年柳井市条例第１６５号）第１１条に規定する管理職手当の支給を受ける職員の職

」及び「これらの職のうち」を削る。 

附 則 

この条例は、令和７年４月１日から施行する。 
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議案第６７号 

柳井市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例等の一部改正について 

柳井市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例等の一部を次のように改正するものと

する。 

令和６年１２月４日提出 

柳井市長  井 原 健太郎  

柳井市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例等の一部を改正する条例 

 （柳井市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例の一部改正） 

第１条 柳井市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例（平成１７年柳井市条例第１６

４号）の一部を次のように改正する。 

第３条中「法の規定の全部」を「法第２条第２項に規定する財務規定等」に改める。 

第５条を削り、第６条を第５条とし、第７条を第６条とする。 

第８条中「第２４３条の２の８第８項」を「第２４３条の２の９第８項」に改め、同条を

第７条とし、第９条を第８条とする。 

第１０条第１項中「管理者」を「市長」に、「市長に提出」を「作成」に改め、同条第２

項第３号中「管理者」を「市長」に改め、同条第３項中「提出」を「作成」に、「管理者」

を「市長」に改め、同条を第９条とする。 

 （柳井市公共下水道事業受益者負担に関する条例の一部改正） 

第２条 柳井市公共下水道事業受益者負担に関する条例（平成１７年柳井市条例第１３０号）

の一部を次のように改正する。 

  第１条中「水道事業及び下水道事業の管理者の権限を行う市長（以下「管理者」という。

）」を「市長」に改める。 

第２条第２項、第３条、第５条、第６条第１項及び第３項、第７条、第８条第２項並びに

第９条から第１３条までの規定中「管理者」を「市長」に改める。 

第１５条中「規程」を「規則」に改める。 

 （柳井市農業集落排水事業分担金徴収条例の一部改正） 

第３条 柳井市農業集落排水事業分担金徴収条例（平成１７年柳井市条例第１０５号）の一部

を次のように改正する。 

  第３条第１項中「水道事業及び下水道事業の管理者の権限を行う市長（以下「管理者」と

いう。）」を「市長」に改め、同条第２項中「管理者」を「市長」に改める。 

第４条、第５条第１項、第６条及び第８条中「管理者」を「市長」に改める。 

附 則 

 この条例は、令和７年４月１日から施行する。ただし、第１条の改正規定（「第２４３条の

２の８第８項」を「第２４３条の２の９第８項」に改める部分に限る。）は、地方自治法の一
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部を改正する法律（令和６年法律第６５号）附則第１条第３号に定める日から施行する。 
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議案第６８号 

   柳井市監査委員条例及び市長等の損害賠償責任の一部免責に関する条例の一部改正につ

いて 

 柳井市監査委員条例及び市長等の損害賠償責任の一部免責に関する条例の一部を次のように

改正するものとする。 

令和６年１２月４日提出 

                            柳井市長  井 原 健太郎 

柳井市監査委員条例及び市長等の損害賠償責任の一部免責に関する条例の一部を改正す

る条例 

（柳井市監査委員条例の一部改正） 

第１条 柳井市監査委員条例（平成１７年柳井市条例第１１号）の一部を次のように改正する。 

第５条中「第２４３条の２の８第３項」を「第２４３条の２の９第３項」に改める。 

（市長等の損害賠償責任の一部免責に関する条例の一部改正） 

第２条 市長等の損害賠償責任の一部免責に関する条例（令和２年柳井市条例第２５号）の一 

部を次のように改正する。 

第１条中「第２４３条の２の７第１項」を「第２４３条の２の８第１項」に、「第２４３

条の２の８第３項」を「第２４３条の２の９第３項」に改める。 

   附 則 

 この条例は、地方自治法の一部を改正する法律（令和６年法律第６５号）附則第１条第３号

に定める日から施行する。 
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議案第６９号 

柳井市役所出張所設置条例及び柳井市公民館条例の一部改正について 

柳井市役所出張所設置条例及び柳井市公民館条例の一部を次のように改正するものとする。 

令和６年１２月４日提出 

柳井市長  井 原 健太郎  

柳井市役所出張所設置条例及び柳井市公民館条例の一部を改正する条例 

 （柳井市役所出張所設置条例の一部改正） 

第１条 柳井市役所出張所設置条例（平成１７年柳井市条例第１５号）の一部を次のように改

正する。 

第２条の表柳井市役所阿月出張所の項位置の欄中「１７４８番地２」を「１７２９番地１

」に改める。 

 （柳井市公民館条例の一部改正） 

第２条 柳井市公民館条例（平成１７年柳井市条例第１４２号）の一部を次のように改正する。 

第２条の表柳井市阿月公民館の項位置の欄中「１７４８番地２」を「１７２９番地１」に

改める。 

附 則 

この条例は、公布の日から起算して６月を超えない範囲内において規則で定める日から施行

する。 
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議案第７０号 

柳井市個人情報の保護に関する法律施行条例の一部改正について 

柳井市個人情報の保護に関する法律施行条例の一部を次のように改正するものとする。 

令和６年１２月４日提出 

柳井市長  井 原 健太郎 

柳井市個人情報の保護に関する法律施行条例の一部を改正する条例 

柳井市個人情報の保護に関する法律施行条例（令和４年柳井市条例第２１号）の一部を次の

ように改正する。 

第５条中「第８３条第１項」の次に「及び第８４条」を加え、「とする」を「とし、同条中

「６０日以内」とあるのは「４４日以内」と、「同条第１項」とあるのは「柳井市個人情報の

保護に関する法律施行条例（令和４年柳井市条例第２１号）第５条の規定により読み替えて適

用される前条第１項」とする」に改める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第７１号 

柳井市職員定数条例の一部改正について 

柳井市職員定数条例の一部を次のように改正するものとする。 

令和６年１２月４日提出 

柳井市長  井 原 健太郎  

柳井市職員定数条例の一部を改正する条例 

柳井市職員定数条例（平成１７年柳井市条例第２４号）の一部を次のように改正する。 

第１条中「、水道事業及び下水道事業（以下「上下水道事業」という。）」を削り、「並び

に」を「及び」に改める。 

第２条第１号中「２８２人」を「３００人」に改め、同条中第２号を削り、第３号を第２号

とし、同条第４号中「２９人」を「３４人」に改め、同号を同条第３号とし、同条中第５号を

第４号とし、第６号を第５号とし、第７号を第６号とする。 

附 則 

この条例は、令和７年４月１日から施行する。 
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議案第７２号 

   柳井市職員退職手当支給条例の一部改正について 

 柳井市職員退職手当支給条例の一部を次のように改正するものとする。 

  令和６年１２月４日提出 

                            柳井市長  井 原 健太郎  

   柳井市職員退職手当支給条例の一部を改正する条例 

 柳井市職員退職手当支給条例（平成１７年柳井市条例第４７号）の一部を次のように改正す

る。 

第１２条第１０項中第３号を第４号とし、第２号を第３号とし、第１号の次に次の１号を加

える。 

（２）その者が次のいずれかに該当する場合 

ア 特定退職者であって、雇用保険法第２４条の２第１項各号に掲げる者に相当する者と

して規則で定める者のいずれかに該当し、かつ、市長が同項に規定する指導基準に照ら

して再就職を促進するために必要な職業安定法（昭和２２年法律第１４１号）第４条第

４項に規定する職業指導を行うことが適当であると認めたもの 

イ 雇用保険法第２２条第２項に規定する厚生労働省令で定める理由により就職が困難な

者であって、同法第２４条の２第１項第２号に掲げる者に相当する者として規則で定め

る者に該当し、かつ、市長が同項に規定する指導基準に照らして再就職を促進するため

に必要な職業安定法第４条第４項に規定する職業指導を行うことが適当であると認めた

もの 

第１２条第１１項第４号中「職業」を「安定した職業」に改め、同項第５号中「公共職業安

定所」の次に「、職業安定法第４条第９項に規定する特定地方公共団体若しくは同法第１８条

の２に規定する職業紹介事業者」を加え、同条第１４項中「次の各号に掲げる退職手当ごとに、

当該各号に定める」を「雇用保険法第５６条の３第１項第１号に該当する者に係る就業促進手

当について同条第４項の規定により基本手当を支給したものとみなされる日数に相当する」に

改め、各号を削る。 

附則第４項の前の見出しを削り、同項に見出しとして「（勤続期間の通算）」を付する。 

附則第５項の前に見出しとして「（退職手当の調整）」を付し、同項中「附則第１１項から

第１９項」を「附則第１２項から第２０項」に改める。 

附則第６項中「附則第１４項」を「附則第１５項」に改める。 

附則第８項中「附則第１２項」を「附則第１３項」に改める。 

附則第１９項中「附則第１６項」を「附則第１７項」に改め、同項を附則第２０項とする。 

附則第１８項中「附則第１６項」を「附則第１７項」に改め、同項を附則第１９項とし、附

則中第１７項を第１８項とし、第１６項を第１７項とする。 
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附則第１５項中「附則第１３項」を「附則第１４項」に改め、同項を附則第１６項とし、附

則中第１４項を第１５項とし、第１３項を第１４項とする。 

附則第１２項中「附則第１２項」を「附則第１３項」に改め、同項を附則第１３項とする。 

附則第１１項中「附則第１１項」を「附則第１２項」に改め、同項を附則第１２項とし、附

則第１０項の次に次の１項を加える。 

１１ 令和９年３月３１日以前に退職した職員に対する第１２条第１０項の規定の適用につい

ては、同項中「第２８条まで」とあるのは「第２８条まで及び附則第５条」と、同項第２号

中「イ 雇用保険法第２２条第２項に規定する厚生労働省令で定める理由により就職が困難

な者であって、同法第２４条の２第１項第２号に掲げる者に相当する者として規則で定める

者に該当し、かつ、市長が同項に規定する指導基準に照らして再就職を促進するために必要

な職業安定法第４条第４項に規定する職業指導を行うことが適当であると認めたもの」とあ

るのは 

「イ 雇用保険法第２２条第２項に規定する厚生労働省令で定める理由により就職が困難な

者であって、同法第２４条の２第１項第２号に掲げる者に相当する者として規則で定め

る者に該当し、かつ、市長が同項に規定する指導基準に照らして再就職を促進するため

に必要な職業安定法第４条第４項に規定する職業指導を行うことが適当であると認めた

もの  

ウ 特定退職者であって、雇用保険法附則第５条第１項に規定する地域内に居住し、かつ、

市長が同法第２４条の２第１項に規定する指導基準に照らして再就職を促進するために

必要な職業安定法第４条第４項に規定する職業指導を行うことが適当であると認めたも

の（アに掲げる者を除く。）」とする。 

 附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の柳井市職員退職手当支給条例（以下「退職手当条例」という。）

第１２条第１０項（第２号に係る部分に限り、退職手当条例附則第１１項の規定により読み

替えて適用する場合を含む。）の規定は、退職職員（退職した退職手当条例第２条第１項に

規定する職員（同条第２項の規定により職員とみなされる者を含む。）をいう。次項におい

て同じ。）であって退職手当条例第１２条第１項第２号に規定する所定給付日数から同項に

規定する待期日数を減じた日数分の同項の退職手当又は同号の規定の例により雇用保険法（

昭和４９年法律第１１６号）の規定を適用した場合におけるその者に係る同号に規定する所

定給付日数に相当する日数分の同条第３項の退職手当の支給を受け終わった日がこの条例の

施行の日（次項において「施行日」という。）以後であるものについて適用する。 
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３ 退職手当条例第１２条第１１項第４号（同条第１５項において準用する場合を含む。）の

規定は、退職職員であって施行日以後に安定した職業に就いた者について適用し、退職職員

であって施行日以前に職業に就いた者に対する就業促進手当に相当する退職手当の支給につ

いては、なお従前の例による。 
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議案第７３号 

柳井市議会の議決すべき公の施設の廃止又は長期かつ独占的利用に関する条例の一部改

正について 

柳井市議会の議決すべき公の施設の廃止又は長期かつ独占的利用に関する条例の一部を次の

ように改正するものとする。 

令和６年１２月４日提出 

柳井市長  井 原 健太郎  

柳井市議会の議決すべき公の施設の廃止又は長期かつ独占的利用に関する条例の一部を

改正する条例 

柳井市議会の議決すべき公の施設の廃止又は長期かつ独占的利用に関する条例（平成１７年

柳井市条例第５６号）の一部を次のように改正する。 

第２条第２号を削る。 

第３条第２号を削る。 

附 則 

この条例は、令和７年４月１日から施行する。 
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議案第７４号 

柳井市体育館条例の一部改正について 

柳井市体育館条例の一部を次のように改正するものとする。 

令和６年１２月４日提出 

柳井市長  井 原 健太郎  

柳井市体育館条例の一部を改正する条例 

柳井市体育館条例（平成１７年柳井市条例第１６０号）の一部を次のように改正する。 

第４条中「８月１３日から８月１６日までの間及び」を削る。 

第５条に次のただし書を加える。 

ただし、指定管理者は、必要があると認めるときは、あらかじめ教育委員会の承認を得て、

これを変更することができる。 

第８条中「体育館の」を「第６条第１項の規定により」に改め、「若しくは」の次に「利用

を」を加え、同条第４号を第５号とし、第３号の次に次の１号を加える。 

（４）災害その他不可抗力による事由により利用させることができなくなったとき。 

第１０条第１項本文中「利用料金を、利用許可を受けた際」を「利用料金（以下「利用料金

」という。）を、利用期日までに」に改める。 

別表第１から別表第３までを次のように改める。 

別表第１（第１０条関係） 

メインアリーナ、ステージ及びサブアリーナ利用料金 

区分 

基本利用料金（１時間につき） 

午前９時から 

午後１０時まで 

午後１０時から 

午前９時まで 

メインアリーナ 

（３階観客席を含

む。） 

全面 ３，０００円 ３，６００円 

２分の１ １，５００円 １，８００円 

１０分の１ ３００円 ３６０円 

ステージ １１０円 １３０円 

サブアリーナ 

全面 １，３３０円 １，５９０円 

１０分の１ １３０円 １５０円 

備考 

１ 基本利用料金には、照明利用料金及び冷暖房利用料金に相当する額を含む。 
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２ 利用する時間に１時間未満の端数があるときは、これを１時間とする。 

３ 利用料金は、次の区分により計算するものとする。 

区分 利用料金 

１ 入場料その他こ

れに類する料金を

徴収しない場合 

(１)アマチュアスポーツに利用す

る場合 

基本利用料金とする。 

(２)アマチュアスポーツ以外の催

物に利用する場合 

基本利用料金の２倍とする。 

(３)営利又は宣伝に利用する場合 基本利用料金の４倍とする。 

２ 入場料その他こ

れに類する料金を

徴収する場合 

(１)アマチュアスポーツに利用す

る場合 

基本利用料金の２倍とする。 

(２)アマチュアスポーツ以外の催

物に利用する場合 

基本利用料金の４倍とする。 

(３)営利又は宣伝に利用する場合 基本利用料金の８倍とする。 

４ 利用者が準備又は原状回復のために利用する利用料金は、入場料その他これに類する料

金を徴収しない場合は備考第３項の表の１の(１)により、入場料その他これに類する料金

を徴収する場合は同表の２の(１)により徴収する。 

５ 利用料金の算定において１０円未満の端数が生じたときは、その端数金額を切り捨てる

ものとする。 

別表第２（第１０条関係） 

その他の室の利用料金 

区分 

基本利用料金 

午前 午後 夜間 午後１０時から 

午前９時まで 

（１時間につき） 
午前９時から正

午まで 

正午から午後５

時まで 

午後５時から午

後１０時まで 

会議室 １，５４０円 １，９８０円 ２，６４０円 ６３０円 

応接室 ９９０円 １，３２０円 １，６５０円 ３９０円 

研修室 ９９０円 １，３２０円 １，６５０円 ３９０円 

役員控室 ９９０円 １，３２０円 １，６５０円 ３９０円 
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控室 ９９０円 １，３２０円 １，６５０円 ３９０円 

その他の

室 

特に利用を認めた場合は、指定管理者が定める面積類似の室の利用料金に相当

する額とする。 

備考 

１ 利用者が営利又は宣伝に利用するときの利用料金は、この表に定める基本利用料金の２

倍とする。ただし、準備又は原状回復のために利用する場合は、この限りでない。 

２ 利用料金の算定において１０円未満の端数が生じたときは、その端数金額を切り捨てる

ものとする。 

別表第３（第１０条関係） 

附属設備等利用料金 

区分 単位 利用料金 

特別電気設備 １ＫＷにつき １１０円 

放送設備 メインアリ

ーナ 

１時間につき 
１１０円 

冷暖房設備 会議室 １時間につき ４５０円 

応接室 １時間につき ８０円 

研修室 １時間につき １６０円 

役員控室 １時間につき １６０円 

控室 １時間につき ８０円 

その他の室 特に利用を認めた場合は、指定管

理者が定める面積類似の室の利用

料金に相当する額とする。 

シャワー ５分間につき １１０円 

別表第４を削る。 

附 則 

この条例は、令和７年２月１１日から施行する。 
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議案第７５号 

   やない西蔵の指定管理者の指定について 

 下記のとおりやない西蔵の指定管理者を指定することについて、地方自治法（昭和２２年法

律第６７号）第２４４条の２第６項の規定により、議会の議決を求める。 

令和６年１２月４日提出 

柳井市長  井 原 健太郎 

記 

１ 管理を行わせる施設の名称及び位置 

  名 称  やない西蔵 

  位 置  柳井市柳井３７００番地８ 

２ 指定管理者となる団体 

  名 称  公益社団法人 柳井広域シルバー人材センター 

  代表者名  理事長  行 村 敏 彦 

  所 在 地  柳井市南町三丁目９番２号 

３ 指定の期間 

  令和７年４月１日から令和１２年３月３１日まで 
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議案第７６号 

柳井市文化福祉会館、柳井市勤労青少年ホーム及び柳井市体育館の指定管理者の指定に

ついて 

 下記のとおり柳井市文化福祉会館、柳井市勤労青少年ホーム及び柳井市体育館の指定管理者

を指定することについて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項の規

定により、議会の議決を求める。 

  令和６年１２月４日提出 

                            柳井市長  井 原 健太郎 

記 

１ 管理を行わせる施設の名称及び位置 

    名  称 位  置 

柳井市文化福祉会館 柳井市柳井３７１８番地 

柳井市勤労青少年ホーム 柳井市柳井３７１８番地 

柳井市体育館 柳井市柳井３７１４番地３ 

２ 指定管理者となる団体 

  名  称  株式会社ビークルーエッセ 

  代表者名  代表取締役  國 光  弘 

  所 在 地  山口県周南市新地三丁目５番１８号 

３ 指定の期間  

  令和７年４月１日から令和１２年３月３１日まで 
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議案第７７号 

柳井市武道館、柳井市民球場、柳井市南浜グラウンド、柳井市南浜テニスコート及び柳 

井市小田浜グラウンドの指定管理者の指定について 

 下記のとおり柳井市武道館、柳井市民球場、柳井市南浜グラウンド、柳井市南浜テニスコー

ト及び柳井市小田浜グラウンドの指定管理者を指定することについて、地方自治法（昭和２２

年法律第６７号）第２４４条の２第６項の規定により、議会の議決を求める。 

  令和６年１２月４日提出 

                            柳井市長  井 原 健太郎  

記 

１ 管理を行わせる施設の名称及び位置 

    名  称 位  置 

柳井市武道館 柳井市南浜三丁目２番３号 

柳井市民球場 柳井市南浜三丁目２番１号 

柳井市南浜グラウンド 柳井市南浜三丁目６７０番９、６７５番１７ 

柳井市南浜テニスコート 柳井市南浜三丁目６７５番１７ 

柳井市小田浜グラウンド 柳井市伊保庄４８５３番２、４８６４番２６ 

２ 指定管理者となる団体 

  名  称  株式会社ＹＢＢ 

  代表者名  代表取締役  永 田 壮 一 

  所 在 地  柳井市新市南３番１号 

３ 指定の期間  

  令和７年４月１日から令和１２年３月３１日まで 
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議案第７８号 

工事請負契約の締結について 

下記のとおり工事請負契約を締結することについて、柳井市議会の議決に付すべき契約及び

財産の取得又は処分に関する条例（平成１７年柳井市条例第５０号）第２条の規定により、議

会の議決を求める。 

令和６年１２月４日提出 

柳井市長  井 原 健太郎 

記 

１ 契約の目的   柳井市弓道場新築（建築主体）工事 

２ 契約の方法   一般競争入札 

３ 契約金額    １９０，３００，０００円 

４ 契約の相手方  柳井市伊保庄４９０７番地 

         井森工業株式会社 取締役社長 井 森 幹 雄 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

32



 

（参 考） 

  工事名  柳井市弓道場新築（建築主体）工事 

  工 期  自 令和６年１２月２１日 

       至 令和７年 ８月２９日 
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№ 6 年 11 月 8 日

円

円 円

円

1 円 円 円

2 円 円 円

3 円 円 円

4 円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

低入札価格調査の結果、令和６年１１月１５日、落札決定

年度

井森工業株式会社

174,428,353.4

契約番号 入札執行日

入　札　結　果　及　び　経　過

第３回入札額第２回入札額第１回入札額業者名

6

件　名

2024000165

柳井市弓道場新築（建築主体）工事

入札書比較価格 184,300,000

令和

担当課

予定価格

190,300,000

摘要

井森工業株式会社

工　　事　　場　　所 柳井市柳井地内

落札者202,730,000

一般競争入札 令和

都市計画・建築課

株式会社山内組

落札金額（税込み）

スギモト建設株式会社

174,800,000

低入札調査基準価格

173,000,000

株式会社仲合

179,500,000

落札

177,500,000
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議案第７９号 

工事請負変更契約の締結について 

下記のとおり工事請負変更契約を締結することについて、柳井市議会の議決に付すべき契約

及び財産の取得又は処分に関する条例（平成１７年柳井市条例第５０号）第２条の規定により、

議会の議決を求める。 

令和６年１２月４日提出 

柳井市長  井 原 健太郎 

記 

１ 契約の目的     翠が丘防災運動公園基盤整備工事 

２ 契約の方法     随意契約 

３ 変更前の契約金額  １８４，５６０，２２０円 

 変更後の契約金額  ２３７，５７６，９００円 

４ 契約の相手方    柳井市柳井７８４８番地１４ 

          株式会社ササキ 代表取締役 木 谷 要 二 
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（参 考） 

  工事名     翠が丘防災運動公園基盤整備工事 

  変更前の工期  自 令和５年６月２７日 

          至 令和６年１２月２７日 

変更後の工期  自 令和５年６月２７日 

          至 令和７年３月３１日 
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議案第８０号 

   市道路線の認定について 

 下記のとおり市道路線を認定することについて、道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８

条第２項の規定により、議会の議決を求める。 

  令和６年１２月４日提出 

                            柳井市長  井 原 健太郎 

記 

路線番号 路 線 名 
起   点 

終   点 
重要な経過地 

１２８５ 宮ノ後３号線 
柳井市柳井字時藤９４４－２０ 

柳井市柳井字時藤９４４－１４ 
時藤 

１２８６ 前場線 
柳井市柳井字前場３７００－３９ 

柳井市柳井字前場３７００－７ 
前場 

１２８７ 砂田１号線 
柳井市柳井字砂田４６９７－１０ 

柳井市柳井字砂田４６９７－１４ 
砂田 

１２８８ 砂田２号線 
柳井市柳井字砂田４６９７－２０ 

柳井市柳井字砂田４６９７－２３ 
砂田 

１２８９ 砂田３号線 
柳井市柳井字砂田４６９５－１０ 

柳井市柳井字砂田４６９５－５ 
砂田 

１２９０ 海田２号線 
柳井市柳井字海田４７１１－４ 

柳井市柳井字海田４７２１－５ 
海田 

１２９１ 宮ノ前線 
柳井市柳井字宮ノ前２５２－１８ 

柳井市柳井字宮ノ前２５２－１４ 
宮ノ前 

１２９２ 滝ノ下線 
柳井市柳井字滝ノ下２１８１－１５ 

柳井市柳井字滝ノ下２１８１－１３ 
滝ノ下 

１２９３ 定徳３号線 
柳井市柳井字定徳１０５６－６ 

柳井市柳井字定徳１０５５－６ 
定徳 
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１２９４ 沖田１２号線 
柳井市柳井字沖田１０１２－７ 

柳井市柳井字沖田１００９－８ 
沖田 

１２９５ 広瀬線 
柳井市古開作字広瀬４４１－５ 

柳井市古開作字広瀬４４１－８ 
広瀬 

１２９６ 池開３号線 
柳井市古開作字池開４４６－１０ 

柳井市古開作字池開４６６－１３ 
池開 

１２９７ 広瀬中島３号線 
柳井市古開作字広瀬中島４２３－１６ 

柳井市古開作字広瀬中島４２３－１ 
広瀬中島 

１２９８ 山根２号線 
柳井市山根２５３８－１１ 

柳井市山根２５３８－１０ 
山根 

１２９９ 南町２３号線 
柳井市南町五丁目８９９－５ 

柳井市南町五丁目８９９－８ 
南町五丁目 

４０６５ 市古屋敷２号線 
柳井市新庄字市古屋敷１０６４－７ 

柳井市新庄字市古屋敷１０６４－１７ 
市古屋敷 

４０６６ 尺田２号線 
柳井市新庄字尺田７９－１０ 

柳井市新庄字尺田７９－７ 
尺田 

４０６７ 尺田３号線 
柳井市新庄字尺田７６－１９ 

柳井市新庄字尺田７６－１７ 
尺田 

４０６８ 新庄海田線 
柳井市新庄字海田１０３１－１５ 

柳井市新庄字海田１０３１－２１ 
海田 

４０６９ 水越線 
柳井市新庄字水越７１９－３６ 

柳井市新庄字水越７１９－１７ 
水越 

４０７０ 佐保線 
柳井市新庄字佐保１１７５－３ 

柳井市新庄字佐保１１７３－８ 
佐保 

４０７１ 西ヶ浴３号線 
柳井市新庄字西ヶ浴１９１２－１２ 

柳井市新庄字西ヶ浴１９１２－１３ 
西ヶ浴 
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６０５４ 上ヶ浜線 
柳井市伊保庄字上ヶ浜４８２５－２１ 

柳井市伊保庄字上ヶ浜４８２５－１ 
上ヶ浜 

６０５５ 黒嶋線 
柳井市伊保庄字黒嶋３５０４－１２ 

柳井市伊保庄字黒嶋３５０４－１７ 
黒嶋 
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位置図 

 

（宮ノ後 3号線、定徳３号線、宮ノ前線、沖田１２号線） 

 

宮ノ後 3号線 
 

宮ノ前線 
 

定徳 3号線 

沖田 12 号線 
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位置図 

 

（前場線、山根 2号線、滝ノ下線） 

 

前場線 
 

滝ノ下線 
 

山根 2号線 
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位置図 

（砂田 1号線・砂田 2号線・砂田 3号線・海田 2号線・尺田 2号線・尺田 3号線・広瀬線・池開 3号

線・広瀬中島 3号線） 

 

砂田 1号線

砂田 2号線 

尺田 2号線 

砂田 3号線 

海田 2号線 

池開 3号線 

尺田 3号線 

広瀬中島 3号線
線 

広瀬線 
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位置図 

 

（南町 23 号線） 

 

南町 23 号線 
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位置図 

（水越線、佐保線、西ヶ浴 3号線、新庄海田線、市古屋敷 2号線） 

水越線 

佐保線 

西ヶ浴 3号線
線 

新庄海田線 

市古屋敷 2号線 
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位置図 

 

（上ヶ浜線、黒嶋線） 

 

黒嶋線 
 

上ヶ浜線 
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線 種 路線番号 路 線 名 延 長 幅 員 

 1285 宮ノ後 3号線 273.5m 6.0m 

 

宮ノ後３号線 

宮ノ後３号線 

終点：柳井市柳井字時藤 944-14 

宮ノ後３号線 

起点：柳井市柳井字時藤 944－20 
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線 種 路線番号 路 線 名 延 長 幅 員 

 1286 前場線 43.2m 6.0m 

 

前場線 

市道姫田古市線 

前場線 

起点：柳井市柳井字前場 3700-39 

前場線 

終点：柳井市柳井字前場 3700-7 

柳井小学校 
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線 種 路線番号 路 線 名 延 長 幅 員 

 1287 砂田１号線 54.1m 6.0m 

 1288 砂田２号線 54.1m 6.0m 

 

砂田１号線 

起点：柳井市柳井字砂田 4697-10 

砂田１号線 

終点：柳井市柳井字砂田 4697-14 

砂田１号線・砂田２号線 

 

砂田２号線 

終点：柳井市柳井字砂田 4697-23 

市
道
一
里
木
元
折
線 

砂田２号線 

起点：柳井市柳井字砂田 4697-20 
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線 種 路線番号 路 線 名 延 長 幅 員 

 1289 砂田３号線 60.0m 4.0m 

 

砂田３号線 

砂田３号線 

終点：柳井市柳井字砂田 4695-5 

  

  

市
道
一
里
木
元
折
線 

至
主
要
地
方
道
柳
井
玖
珂
線 

砂田３号線 

起点：柳井市柳井字砂田 4695-10 
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線 種 路線番号 路 線 名 延 長 幅 員 

 1290 海田２号線 143m 4.0～6.0m 

 

海田２号線 

起点：柳井市柳井字海田 4711-4 

海田２号線 

終点：柳井市柳井字海田 4721-5 

海田２号線 

市
道
一
里
木
元
折
線 

柳
井
き
た
ま
ち
郵
便
局 
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線 種 路線番号 路 線 名 延 長 幅 員 

 1291 宮ノ前線 158.0m 6.0m 

 

宮ノ前線 

起点：柳井市柳井字宮ノ前 252-18 

宮ノ前線 

終点：柳井市柳井字宮ノ前 252-14 

宮ノ前線 
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線 種 路線番号 路 線 名 延 長 幅 員 

 1292 滝ノ下線 62.0m 4.0m 

 

滝ノ下線 

滝ノ下線 

終点：柳井市柳井字滝ノ下 2181-13 

滝ノ下線 

起点：柳井市柳井字滝ノ下 2181-15 
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線 種 路線番号 路 線 名 延 長 幅 員 

 1293 定徳３号線 92.0m 4.0m 

 

定徳３号線 

定徳３号線 

終点：柳井市柳井字定徳 1055-6 

定徳３号線 

起点：柳井市柳井字定徳 1056-6 白潟西公会堂 
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線 種 路線番号 路 線 名 延 長 幅 員 

 1294 沖田１２号線 85.0m 6.0m 

 

沖田１２号線 

終点：柳井市柳井字沖田 1009-8 

沖田１２号線 

柳井港駐在所 

柳
井
港
郵
便
局 

沖田１２号線 

起点：柳井市柳井字沖田 1012-7 
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線 種 路線番号 路 線 名 延 長 幅 員 

 1295 広瀬線 93.0m 6.0m 

 

広瀬線 

終点：柳井市古開作字広瀬 441-8 

広瀬線 

広瀬線 

起点：柳井市古開作字広瀬 441-5 
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線 種 路線番号 路 線 名 延 長 幅 員 

 1296 池開３号線 60.0m 5.0m 

 

池開３号線 

起点：柳井市古開作字池開 446-10 

池開３号線 

終点：柳井市古開作字池開 446-13 

池開３号線 
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線 種 路線番号 路 線 名 延 長 幅 員 

 1297 広瀬中島３号線 39.0m 5.0m 

 

広瀬中島３号線 

 

瀬戸側自治会集会所 

広瀬中島３号線 

終点：柳井市古開作字広瀬中島 423-1 

広瀬中島３号線 

起点：柳井市古開作字広瀬中島 423-16 
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線 種 路線番号 路 線 名 延 長 幅 員 

 1298 山根２号線 50.0m 4.0m 

 

山根２号線 

山根２号線 

終点：柳井市山根 2538-10 

山根２号線 

起点：柳井市山根 2538-11 

59



  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

線 種 路線番号 路 線 名 延 長 幅 員 

 1299 南町２３号線 217.0m 6.0～8.0m 

 

南町２３号線 

起点：柳井市南町五丁目 899-5 

南町２３号線 

終点：柳井市南町五丁目 899-8 

南町２３号線 
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線 種 路線番号 路 線 名 延 長 幅 員 

 4065 市古屋敷２号線 40.0m 6.0m 

 

市古屋敷２号線 

終点：柳井市新庄字市古屋敷 1064-10 

市古屋敷２号線 

市古屋敷２号線 

起点：柳井市新庄字市古屋敷 1064-7 
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線 種 路線番号 路 線 名 延 長 幅 員 

 4066 尺田２号線 44.0m 6.0m 

 

尺田２号線 

尺田２号線 

終点：柳井市新庄字尺田 79-23 

尺田２号線 

起点：柳井市新庄字尺田 79-20 
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線 種 路線番号 路 線 名 延 長 幅 員 

 4067 尺田３号線 40.0m 5.0m 

 

尺田３号線 

市道北部柳井田布施線 

尺田３号線 

起点：柳井市新庄字尺田 76-19 

尺田３号線 

終点：柳井市新庄字尺田 76-17 
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線 種 路線番号 路 線 名 延 長 幅 員 

 4068 新庄海田線 108.0m 6.0m 

 

新庄海田線 

起点：柳井市新庄字海田 1031-15 

新庄海田線 

終点：柳井市新庄字海田 1031-21 

新庄海田線 
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線 種 路線番号 路 線 名 延 長 幅 員 

 4069 水越線 60.0m 6.0m 

 

水越線 

起点：柳井市新庄字水越 719-36 

水越線 

終点：柳井市新庄字水越 719-17 

水越線 
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線 種 路線番号 路 線 名 延 長 幅 員 

 4070 佐保線 90.0m 6.0m 

 

佐保線 

起点：柳井市新庄字佐保 1175-3 

佐保線 

終点：柳井市新庄字佐保 1173-8 

佐保線 

至柳井西中学校 
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線 種 路線番号 路 線 名 延 長 幅 員 

 4071 西ヶ浴３号線 49.0m 4.0～6.0m 

 

西ヶ浴３号線 

西ヶ浴３号線 

終点：柳井市新庄字西ヶ浴 1912-13 

西ヶ浴３号線 

起点：柳井市新庄字西ヶ浴 1912-12 
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線 種 路線番号 路 線 名 延 長 幅 員 

 6054 上ヶ浜線 79.0m 6.0m 

 

上ヶ浜線 

上ヶ浜線 

起点：柳井市伊保庄字上ヶ浜 4825-21 

上ヶ浜線 

終点：柳井市伊保庄字上ヶ浜 4825-1 
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線 種 路線番号 路 線 名 延 長 幅 員 

 6055 黒嶋線 49.0m 6.0m 

 

黒嶋線 

黒嶋線 

起点：柳井市伊保庄字黒嶋 3504-12 

黒嶋線 

終点：柳井市伊保庄字黒嶋 3504-17 

サザンセト 

伊保庄マリンパーク 
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承認第４号 

   専決処分の承認を求めることについて 

 令和６年度柳井市一般会計補正予算（第３号）について、地方自治法（昭和２２年法律第６

７号）第１７９条第１項の規定により別紙のとおり専決処分したので、同条第３項の規定によ

り議会にこれを報告し、承認を求める。 

  令和６年１２月４日提出 

                             柳井市長  井 原 健太郎  
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補
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予

算
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第

３
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、
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に
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こ
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に
よ
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。
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歳
入
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出

予
算

の
補
正

）
 

第
１

条
 

既
定
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予
算

の
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区
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区
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ご
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並
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第

１
表

 
歳

入
歳

出
 

 
予

算
補

正
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